
営業所の専任技術者が、町発注工事の主任技術者になれる条件について、よく質

問がありますので以下のとおり連絡します。 

 

１ 建設業法上の兼務要件 

 営業所の専任技術者は、所属営業所に常勤していることが求められることから、

工事現場の主任技術者又は監理技術者になることができません。ただし、例外的に

下記要件を全て満たす場合は、工事現場における主任技術者又は監理技術者と兼務

することができることとされています。 

 

（参考：監理技術者制度運用マニュアル） 

 要件(1) 当該営業所において請負契約が締結された工事であること。 

 要件(2) 工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程 

度に工事現場と営業所が近接していること。 

 要件(3) 当該営業所との間で常時連絡を取りうる体制にあること。 

 要件(4) 所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

 要件(5) 当該工事において専任を要しない主任技術者又は監理技術者であること。 

２ 町の運用 

 上記要件のうち、要件(1)及び要件(2)等の運用については、次のとおり取り扱う

こととしています 

要件(1) 当該営業所において請負契約が締結された工事であること。 

  ・当初請負金額（諸経費調整対象工事については、諸経費調整後の変更請負金 

額）が１，０００万円未満の工事を対象とする。ただし、一般競争入札（条

件付）により発注される工事は除く。 

なお、適正な施工が可能な範囲であれば件数に制限を設けない。 

要件(2) 工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度 

に工事現場と営業所が近接していること。 

     当該営業所と担当する工事現場が町内にあること。 

  

※これは岡山県に準じた運用です。 

また、落札後、技術者の不足により契約できない場合は指名停止となります。 


